
事業継続マネジメントの成熟度評価サービス

　野村総合研究所は、6段階からなる事業継続マネジメ

ントの成熟度モデルを開発し、企業の事業継続に関する

成熟度を測定するサービスを開始した。当該サービス

は、自社のポジションの把握と、今後の事業継続戦略の

策定に有用である。

　米国で起きた同時多発テロ以降、BCP（事業継続計

画：Business	Continuity	Plan）を策定する企業は増

加している。2010年11月の日本銀行の調査（「業務

継続体制の整備状況」に関するアンケート）では、金

融機関（大手銀行、地域金融機関、国内証券、外国銀

行・証券など）においては、89％の機関がBCPを策定

済みという結果となっている。また、野村総合研究所

が2011年6月に実施した、全国の証券取引所一部・二

部に上場する企業および資本金額が上位の非上場企業

3,000社を対象としたアンケート調査でも、東日本大

震災発生時点でのBCPの策定状況が「策定済み」もし

くは「策定中」の企業は66％に達している。

　しかしながら、東日本大震災では、策定したBCPが

十分機能しなかった事例が多く、それらの企業からは、

意思決定者のBCP発動の遅れ、現場への代替手順の周

知不足、訓練未実施による実効性検証の欠如といった

課題が見つかっている。これらの課題を勘案すると、

BCP（端的に言うと、計画と手順）の整備だけでは、

被災時に事業を継続することは困難であるということが

窺える。このような背景もあり、計画、手順、施設、リ

ソースおよび伝達手段などの戦略からテスト、メンテナ

ンスまでの全過程を網羅するBCM（事業継続マネジメ

ント：Business	Continuity	Management）の重要

性が再認識されている。

　事業継続に関するガイドラインや法規制は多数存在す

るが、その中でも英国規格協会（BSI）から発行されて

いるBCMの規格「BS25999」は、多くの民間企業の

意見を反映させた包括的なガイドラインとして高い評価

を得ている。

　BS25999はPart-1、Part-2の2部構成になってい

る。Part-1はBCMのための「コード・オブ・プラク
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図表1　BS25999のフレームワーク
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領域 要素

プログラムマネジメント
•事業継続の責任者の決定
•事業継続の実務担当者の決定
•定常的なBCM業務の設計

組織の理解
•業務重要度の決定
•業務とリソースの関係整理
•リソースの脆弱性評価

事業継続戦略の決定

•事業継続戦略の策定
　 	人的要素
　 	施設要素
　 	システム要素
　 	データ要素
　 	業務委託要素

対応策の構築・導入

•インシデントマネジメント体制の決定
•インシデントマネジメント計画
•事業継続計画
•各種計画の文書化

訓練・改善・レビュー
•事業継続計画に関する訓練
•インシデントマネジメントに関する訓練
•ストリートワイド訓練
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ティス（実践規範）」すなわちガイドラインで、2006

年11月にリリースされた。Part-1の目的は、「組織内に

おけるBCMの理解、発展および実施の基礎となること」

と、「企業間取引および顧客と企業間の取引を確かなもの

にすること」である。そのために必要な、BCMの定義や

BCM取り組みのフレームワーク、取り組み方法などを示

している。Part-1で詳述されるBCMライフサイクルは

図表1に示すように5つの領域で構成されている。

　Part-2はBCM認証のための仕様（認証規格）で、

2007年11月にリリースされた。Part-2の目的は、第

三者認証を含め監査に用いることのできる要求事項を提

示することである。この要求事項に基づいた認証を取得

することにより、適切な事業継続マネジメントシステム

を導入し、実践している組織であることが証明される。

なお、2012年の前半には、Part-2をベースとした事

業継続マネジメントの国際規格「ISO22301」が発行

される予定である。

　野村総合研究所では、事業継続計画の策定・構築に関

するコンサルティングサービスを行っているが、企業の

危機管理部門の担当者から「BS25999等のガイドラ

インで、事業継続計画の枠組みは理解できるが、どこま

で整備すればよいのか」、「同業他社と比べて自社の整備

状況はどうなのか」という相談を受ける機会が多い。

BCMには、どのレベルまで準備をすれば“合格”とい

う絶対的な基準がないためである。もちろん、BCMの

「あるべき姿」は事業特性、事業環境、経営方針等に

よって異なる。しかしながら、他社やライバル企業に対

する自社のポジションを把握することは大切である。

　弊社では、そのようなニーズに対応するために、6段

階のBCMの成熟度モデルを開発し、各企業のBCM成熟

度を測定・評価するサービスを2011年12月から提供

している。BCM成熟度の測定は、BS25999	Part-1

に基づく25問の質問によって行われる。例えば、「事

業継続マネジメントの責任者（経営レベル）は決まって

いますか？」、「業務とシステムなど業務遂行に必要な経

営資源との関係を整理・把握していますか？」等の質問

に現在の状況を選択方式で回答する。回答に要する時間

は、およそ30分～1時間である。

　当該サービスの結果には、成熟度レベル（レベル1～

レベル6）と、BS25999	Part-1の各領域における強

み・弱み、および業種別、売上高別、社員数別等の他社

ベンチマーク結果（平均値等）が含まれる。そのため、

①自社のBCMのどの領域のどの要素に強み・弱みがあ

るのかを客観的に把握できるとともに、②他社と自社の

BCM状況を相対的に比較できる、という特徴がある。

　また、当該サービスは1年に1回など定期的に自社の

BCM成熟度を測定し、計画的（戦略的）にBCMの整備

が進んでいるかを測る指標としても利用できる。BCM

の整備は一過性のものではなく、継続的に維持・改善し

BCM成熟度評価サービス

図表2　BCM成熟度モデル
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※各領域の状況を基に成熟度レベルを決定

レベル６
全ての事業部門が、事業継続の優先順位と
それに対する自部門のとるべき対応を理解
し、全社的なテスト・訓練を充分に行っている

企業グループ内で組織横断的に重要業務が
考慮され、事業継続プランとそのテストに組
み込まれている

企業全体で重要業務が定義されており、それ
に対する事業継続プランが構築されている

企業全体で合意された事業継続のポリシー
を持っており、特定の事業部門で危機発生時
の対応を定めている

事業継続プランの重要性について、少なくと
も１つ以上の事業部門で理解がされていて、
経営への啓蒙を進めている

事業継続プランの重要性について、
理解がされていない

レベル5

レベル4

レベル3

レベル2

レベル1
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ていくことが重要だからである。

　当該サービスの診断費用は1回10万円（初回の診断

は無料）で、診断の結果は、10～15営業日程度で通

知される。なお、結果のフィードバックは、通常は郵送

で行われるが、要望のある企業には、個別に訪問し、成

熟度や各領域の強み・弱みに応じた改善施策の紹介等を

行っている。

　BCM成熟度評価サービスの提供に先立ち、事業継続

に関連するセミナー参加企業などに協力を頂き、日本

国内に本社・拠点を置く83社（約半数が金融機関）の

BCM成熟度を調査した。

　対象企業のうち最も多かったのはレベル4（27社）

で、レベル3（26社）、レベル2（16社）と続き、回答

した全企業の平均値はレベル3であった。また、最も成

熟の度合いが高いレベル6に該当する企業はなかった。

　領域別の平均では、「プログラムマネジメント

（55%）」、「対応策の構築・導入（51%）」の整備が進

んでいる一方、「事業継続戦略の決定（23%）」、「訓練・

改善・レビュー（34%）」の整備が進んでいなかった。

　業種別では金融（大手銀行、地域金融機関、国内証券、外

国銀行・証券など）と非金融で、整備状況に大きな差が見

られた。高いレベルに位置づけられるレベル4もしくはレ

ベル5の該当が、非金融では2割に満たないのに対し、金

融では6割以上となっている。また領域別の平均値でも、

すべての領域において、金融の成熟度が非金融を上回っ

ている。特に「組織の理解」、「訓練・改善・レビュー」の領

域での差が大きい。この結果からは金融機関のBCMは重

要業務と復旧目標時間が明確に定義され、かつ訓練に対

する意識も高いということが読み取れる。

　さらに、個々の回答を深堀して調査したところ、以下

のような共通的なBCM課題が導出された。

（1）先行する形式的な整備

　1点目は、形式的な整備が先行している点である。事業

継続マネジメントの内容について、経営陣の承認を得て

いる企業は全体の約7割。しかし、そのうちの半数が、実

質的に経営陣が内容を理解しているか否かは「不明」と

回答している。同様に、BCPや初動体制について、社員

へ周知徹底している企業は全体の約6割。しかし、そのう

ちの約8割は実質的に社員が内容を理解しているか否か

は「不明」と回答している。危機管理部門がリーダシップ

を取り、BCM文化を浸透させることが望まれる。

（2）計画の陳腐化

　2点目は一度定めた計画の見直しが行われていない点

である。主要な業務や活動について、業務の重要度や復旧

図表3　BCM成熟度ベンチマーキングのサマリ
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目標時間、復旧目標ポイントについて検討している企業

は7割を超えているが、毎年（もしくは新しいサービスリ

リース時に）見直しを行っている企業は全体の約1割に留

まる。事業環境の変化のスピード、変化の度合いが大きい

昨今の状況においては、業務の重要度や復旧目標時間も

一度決めれば終わりというものではない。また、リスクも

内外の環境によって変化する。こういった状況に対処す

るためにも、BCMの取組の中で、定期的もしくは必要に

応じて事業継続に関する計画を見直さなければならない。

（3）不十分な初動態勢

　3点目は、初動対応における情報収集に関するルール

が定められていない点である。被害状況についての情報

収集ルートおよび情報収集項目、収集情報に基づく意思

決定方法が定められている企業は3割に満たない。今回

の震災でも明白になったが、BCP発動権限者は、意思

決定するための条件（情報）がすべて揃わない状況で

も、不足する情報をもとに、短い時間の中で、対処方法

を検討、決断しなければならない。さらに、通常の事業

戦略の意思決定と異なり、発動権限者も何を頼りに意思

決定を行えばよいか不慣れな場合がほとんどである。そ

ういった状況に対処するために、緊急時の意思決定者だ

けでなく、権限（業務及び範囲）、意思決定手順等も明

確に定めておく必要がある。

　また、BCP発動権限者が的確でタイムリーな意思決

定を行うためには、情報収集方法とコミュニケーション

ルートも明確に定めておく必要がある。災害や事故が発

生した場合などにおいて、情報の収集、分析、連絡、報

告などを通じ、リスクに対する認識の程度を揃え、情報

の共有を行うための活動を“リスクコミュニケーショ

ン”と呼ぶ。リスクコミュニケーションは、社会を取り

巻くリスクに関する正確な情報を、行政、専門家、企

業、市民などステークホルダーである関係主体間で共有

し、相互に意思疎通を図ること、という意味合いが強い

が、災害時の社内のコミュニケーションツールとしても

機能する合意形成の手段である。

（4）代替リソース整備の先送り

　4点目は、代替リソースの整備が進んでいない点であ

る。オフィス面での事業継続戦略として、有事の際に

は、自社内もしくは外部業者が提供する代替オフィスに

切替えて業務継続する企業は全体の約3割。同様に、シ

ステム面での事業継続戦略として、有事の際には、自社

内もしくは外部業者が提供する代替サイトに切替えて業

務継続する企業も全体の約3割に留まる。オフィスやシ

ステムの代替リソースの整備には、大きな投資が必要と

なる場合が多く、対策が先送りとなる傾向がある。一方

で、代替リソースについては、リスクを適切に把握でき

ずに、必要以上に対策を講じている企業もある。企業の

リスクを事業への影響度とともに正確に捉え、リスクを

許容する範囲を明確にすることが重要である。

（5）実効性の欠ける訓練

　5点目は、実効的な訓練ができていない点である。約

9割の企業が机上訓練も含めて、事業継続に関する何ら

かの訓練を行っている。しかし、代替オフィスやセン

ターを使って、実務的な訓練を行っている企業は全体の

約1割。また、全体の約4割の企業が、初動対応に関す

る訓練を行っていない。さらに、訓練に外部委託先を

交えている企業も全体の約1割に留まる。訓練について

は、訓練経験度に応じて、次第に参加者や訓練対象の範

囲を拡充していくべきである。

　将来的には、同じ業界に属する企業同士もしくは業界

をまたいだ形でのストリートワイド訓練の実施も望まれ

る。海外では、業界横断的な訓練を通して、競合相手同

士が被災時の際には相互支援できるように事業継続計画

を高度化させた事例も多い。

　震災を契機に、上記の課題も含めて、現在、多数の企業

が事業継続計画の見直しを行っているが、「どこまで対応

すればよいのか」、「対応のポイントは何なのか」が不明確

なまま、整備を進めている企業もある。改善の方向性を見

失わないために、当該サービスの活用を推奨したい。

■ BCM成熟度評価サービスおよびBCMコンサルティングサー
ビスについては以下へお問い合わせください。
部　署：ERMプロジェクト部
電　話：03-5533-2145
E-mail：bcm-info@nri.co.jp
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